
○寄居町太陽光発電設備の適正な設置及び管理等に関する条例施行規則 

令和５年９月１日 

規則第１３号 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、寄居町太陽光発電設備の適正な設置及び管理等に関す

る条例（令和５年寄居町条例第１９号。以下「条例」という。）の施行に

関し必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例

による。 

（事業により影響を受ける範囲及び対象者） 

第３条 条例第２条第７号ア及びイの規則で定める範囲は、事業区域に隣接

する範囲とする。 

２ 条例第２条第７号エの規則で定める一定の影響を受ける者は、太陽光発

電設備から生じる太陽光の反射光又は当該反射光から生じる熱により、一

定の影響を受けるものとする。 

 （抑制区域） 

第４条 条例第７条第２項の抑制区域は、別表に掲げる区域とする。 

 （事業計画標識の設置） 

第５条 条例第８条第１項及び第２項の標識は、太陽光発電設備設置計画に

関する標識（様式第１号）により行うものとする。 

２ 条例第８条第３項に規定する届出は、当該標識を設置又は内容を変更し

た日から７日以内に、太陽光発電設備設置計画に関する標識（設置・内容

変更）届出書（様式第２号）により行うものとする。 

 （事前協議の手続） 

第６条 条例第９条第１項に規定する事前協議は、事前協議書（様式第３号）

により行うものとする。 

２ 条例第９条第３項の協定は、次に掲げる事項について、協定するものと

する。 

 ⑴ 生活環境の保全に関する事項 

 ⑵ 災害発生の防止及び安全対策に関する事項 

 ⑶ 太陽光発電設備及び事業区域の管理に関する事項 

 ⑷ 事業承継の効力に関する事項 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

 （地域住民等への説明会の開催） 

第７条 事業者は、条例第１０条第１項の説明会（以下この条において「説

明会」という。）を開催するときは、次に掲げる措置を行わなければなら

ない。 



 ⑴ 地域住民等への説明会の開催の通知 

 ⑵ 説明会に参加できない者からの意見の収集 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が必要と認める措置 

２ 事業者は、説明会において、次に掲げる事項を説明しなければならない。 

 ⑴ 太陽光発電事業の趣旨及び事業計画の内容 

 ⑵ 設置工事中の粉じん、騒音及び振動についての対策 

 ⑶ 資材、廃材等の搬出入を含む管理方法 

 ⑷ 安全対策、防災等の措置 

 ⑸ 維持管理の方法及び非常時の対応 

 ⑹ 発電事業終了時の撤去及び廃棄の方法 

 ⑺ 事業区域の周辺環境に及ぼす影響及びその対策 

 ⑻ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める事項 

３ 条例第１０条第２項に規定する報告は、説明会開催予定報告書（様式第

４号）により行うものとする。 

４ 条例第１０条第３項に規定する報告は、説明会開催結果報告書（様式第

５号）により行うものとする。 

 （意見の報告） 

第８条 条例第１１条第２項に規定する報告は、地域住民等意見報告書（様

式第６号）により行うものとする。 

 （地域住民等との協議） 

第９条 条例第１２条第２項に規定する報告は、地域住民等協議報告書（様

式第７号）により行うものとする。 

 （事業計画の届出） 

第１０条 条例第１３条第１項に規定する事業計画の届出は、事業計画届出

書（様式第８号）により行うものとする。 

２ 条例第１３条第２項に規定する届出は、事業計画変更届出書（様式第９

号）により行うものとする。 

３ 条例第１３条第２項の規則で定める軽微な変更は、次に掲げるものとす

る。 

 ⑴ 条例第１３条第１項の規定による届出事項のうち、設置工事の着手予

定日を当該着手予定日より遅い日に変更する場合 

 ⑵ 条例第１３条第１項の規定による届出事項のうち、工作物の構造耐力

上主要な部分以外の部分（太陽光パネルに係るものを除く。）の材料又

は構造を変更する場合 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、町長が特に認める場合 

 （適正な設置） 

第１１条 条例第１４条の適正な設置とは、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 太陽光発電設備は、関係法令及び条例等に基づき設置を行うこと。 



 ⑵ 太陽光発電設備の最上部はできるだけ低くし、周囲の景観から突出し

ないよう配慮すること。 

 ⑶ 太陽光発電設備は、低反射で周辺の環境と調和する色彩のものを使用

すること。 

 ⑷ 太陽光発電設備の設置には、自然環境及び生態系に配慮すること。  

 ⑸ 災害防止の観点から急傾斜地への太陽光発電設備の設置は避けること。 

 ⑹ 住宅地に近接する場所に太陽光発電設備を設置する場合は、騒音、熱、

光の反射等に配慮し、事業区域の境界から後退させ、植栽を設けて遮へ

いする等の対策をとること。 

 ⑺ 道路に接する場所に太陽光発電設備を設置する場合は、道路の見通し

の妨げに配慮し、事業区域の境界から後退させ、植栽を設けて遮へいす

る等の対策をとること。 

 ⑻ 事業区域内に雨水浸透施設、調整池又は排水施設等を設置すること。 

 ⑼ 事業区域内からの土砂の流出及び事業区域内の地盤の崩壊を防止する

対策をとること。 

 ⑽ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの 

（工事完了の届出） 

第１２条 条例第１５条第１項に規定する届出は、設置工事完了（中止）届

出書（様式第１０号）により行うものとする。 

２ 条例第１５条第２項に規定する通知は、設置工事検査済通知書（様式第

１１号）により行うものとする。 

 （廃止の届出書） 

第１３条 条例第１６条第１項に規定する届出は、太陽光発電事業廃止届出

書（様式第１２号）により行うものとする。 

２ 条例第１６条第３項に規定する届出は、太陽光発電事業廃止完了届出書

（様式第１３号）により行うものとする。 

 （地位の承継） 

第１４条 条例第１７条第２項に規定する届出は、太陽光発電事業地位承継

届出書（様式第１４号）により行うものとする。 

 （適正な維持管理） 

第１５条 条例第１９条の適正な維持管理とは、次に掲げるものとする。 

 ⑴ 太陽光発電設備について、関係法令及び条例等に基づいた保守点検を

行うこと。 

 ⑵ 資金計画に基づく事業区域の維持管理並びに太陽光発電設備の修理及

び廃棄の費用の積立等を行うこと。 

 ⑶ 太陽光発電設備により、周辺環境への影響が認められた場合は、改善

のための対策を速やかに講じること。 

 ⑷ 災害その他の事由により太陽光発電設備等が破損した場合は、速やか



に復旧又は撤去を行うこと。 

 ⑸ 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認めるもの 

 （標識の設置） 

第１６条 条例第２０条第１項及び第２項の標識は、再生可能エネルギー発

電事業の発電設備（様式第１５号）により行うものとする。 

２ 条例第２０条第３項に規定する届出は、当該標識を設置又は内容を変更

した日から７日以内に標識（設置・内容変更）届出書（様式第１６号）に

より行うものとする。 

 （立入調査等） 

第１７条 条例第２２条第２項の身分を示す証明書は、身分証明書（様式第

１７号）のとおりとする。 

 （指導、助言及び勧告等） 

第１８条 条例第２３条第１項の指導及び助言は、太陽光発電設備設置事業

指導・助言通知書（様式第１８号）により行うものとする。 

２ 条例第２３条第２項に規定する勧告は、太陽光発電設備設置事業改善勧

告書（様式第１９号）により行うものとする。 

３ 条例第２３条第３項に規定する報告は、太陽光発電設備設置事業改善報

告書（様式第２０号）により行うものとする。 

 （公表） 

第１９条 条例第２４条第２項に規定する通知は、公表に関する意見陳述の

機会付与通知書（様式第２１号）により行うものとし、同項の意見を述べ

る機会は、公表に関する意見書（様式第２２号）により行うものとする。 

   附 則 

この規則は、令和５年１０月１日から施行する。 

  



別表（第４条関係） 

根拠法令等 区域の名称等 

１ 文化財保護法（昭和２５年法

律第２１４号）第２７条第１

項、第５７条第１項、第９３

条第１項及び第１０９条第１

項 

⑴ 重要文化財（建造物その他の土

地の定着物と一体のものとして重

要文化財に指定された土地を含

む。） 

⑵ 登録有形文化財（建造物その他

の土地の定着物と一体のものとし

て登録文化財に登録された土地を

含む。） 

⑶ 周知の埋蔵文化財包蔵地 

⑷  国指定史跡名勝天然記念物の

指定地 

２ 埼玉県文化財保護条例（昭和

３０年埼玉県条例第４６号）

第５条第１項、第３１条第１

項及び第３７条第１項 

⑴ 県指定有形文化財（建造物と

一体をなしてその価値を形成し

ている土地を含む。） 

⑵ 県指定史跡名勝天然記念物の

指定地 

⑶ 県指定旧跡の指定地 

３ 寄居町文化財保護条例（昭和

３２年寄居町条例第７７号）

第５条第１項及び第２項 

⑴ 町指定有形文化財（建造物と

一体をなしてその価値を形成し

ている土地を含む。） 

⑵ 町指定史跡名勝天然記念物の

指定地 

⑶ 町指定旧跡の指定地 

４ 鳥獣の保護及び管理並びに狩

猟の 

適正化に関する法律（平成１

４年法律第８８号）第２８条

第１項 

鳥獣保護区 

５ ふるさと埼玉の緑を守り育て

る条例（昭和５４年埼玉県条

例第１０号）第７条第１項 

寄居町櫛挽ふるさとの緑の景観地

の指定地 

６ 農地法（昭和２７年法律第２

２９号）第４条第６項第１号

イ及びロ 

⑴   農用地区域内の農地 

⑵   第１種農地（営農型発電設備

の下部の農地を除く。） 

 



７ 森林法（昭和２６年法律第２

４９号）第５条第２項及び第

２５条第１項 

⑴   地域森林計画対象区域 

⑵   保安林の区域 

８ 土砂災害警戒区域等における

土砂災害防止対策の推進に関

する法律（平成１２年法律第

５７号）第７条第１項及び第

９条第１項 

⑴   土砂災害警戒区域 

⑵   土砂災害特別警戒区域 

９ 地すべり等防止法（昭和３３

年法律第３０号）第３条第１

項 

地すべり防止区域 

10 砂防法（明治３０年法律第２

９号）第２条 

砂防指定地 

11 急傾斜地の崩壊による災害の

防止に関する法律（昭和４４

年法律第５７号）第３条第１

項 

急傾斜地崩壊危険区域 

12 河川法（昭和３９年法律第１

６７号）第６条第１項及び第

５４条第１項 

⑴   河川区域 

⑵   河川保全区域 

13 埼玉県立自然公園条例（昭和

３３年埼玉県条例第１５号）

第４条第１項 

県立自然公園の区域 

 


